
平成年月日 金曜日 (第号付録) 月目録官 報

日

号
外

ペ
ー
ジ

七
二

容
器
保
安
規
則
等
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

二
七
286
二
〇

七
三

電
気
事
業
法
施
行
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

二
七
286
二
六

七
四

経
済
産
業
省
定
員
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

二
七
286
四
四

七
五

経
済
連
携
協
定
に
基
づ
く
経

済
産
業
省
の
所
掌
事
務
に
係

る
物
資
の
関
税
割
当
制
度
に

関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令

二
八
291

〇
経
済
産
業
省
、
国
土
交
通
省

二

自
動
車
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費

効
率
の
算
定
等
に
関
す
る
省

令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

五

二

〇
国
土
交
通
省

八
七

港
則
法
施
行
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

三
266

三

八
八

海
洋
汚
染
等
及
び
海
上
災
害

の
防
止
に
関
す
る
法
律
の
規

定
に
基
づ
く
船
舶
の
設
備
等

の
検
査
等
に
関
す
る
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

一
四

一

八
九

動
力
車
操
縦
者
運
転
免
許
に

関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令

二
五
284

五

九
〇

放
射
性
同
位
元
素
等
車
両
運

搬
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令

二
六
285

七

九
一

駐
車
場
法
施
行
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

二
七
286
四
五

九
二

国
土
交
通
省
定
員
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

二
七
286
四
五

九
三

鉄
道
運
輸
規
程
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令

二
七
286
四
六

九
四

装
置
型
式
指
定
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

二
八
291

九
五

自
動
車
の
登
録
及
び
検
査
に

関
す
る
申
請
書
等
の
様
式
等

を
定
め
る
省
令
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令

二
八
291

〇
環

境

省

二
五

廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に

関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

三
266

四

二
六

廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に

関
す
る
法
律
施
行
規
則
等
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

四

一

二
七

環
境
省
定
員
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

二
七
286
四
七

〇
防

衛

省

一
一

防
衛
省
定
員
規
則
及
び
防
衛

省
職
員
給
与
施
行
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

二
七
286
四
七

規

則

〇
会
計
検
査
院

四

会
計
検
査
院
事
務
総
局
定
員

規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規

則

二
七
286
四
八

五

計
算
証
明
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
規
則

二
八

三

〇
人

事

院

一
五

一
四

三
五

人
事
院
規
則
一
五

一
四

（
職
員
の
勤
務
時
間
、
休
日

及
び
休
暇
）
の
一
部
を
改
正

す
る
人
事
院
規
則

七

二

一
五

一
五

一
六

人
事
院
規
則
一
五

一
五

（
非
常
勤
職
員
の
勤
務
時
間

及
び
休
暇
）
の
一
部
を
改
正

す
る
人
事
院
規
則

七

二

一
七

〇

一
二
七

人
事
院
規
則
一
七

〇
（
管

理
職
員
等
の
範
囲
）
の
一
部

を
改
正
す
る
人
事
院
規
則

一
九

八

告

示

〇
内
閣
官
房
、
内
閣
府
、

復
興
庁

一

内
閣
府
設
置
法
、
復
興
庁
設

置
法
及
び
国
家
行
政
組
織
法

の
規
定
に
基
づ
き
平
成
三
十

年
十
月
一
日
現
在
の
行
政
機

関
の
組
織
を
告
示
す
る
件

二
五
284

六

〇
内

閣

府

一
八
三
八

災
害
対
策
基
本
法
の
規
定

に
基
づ
き
設
置
し
た
平
成

二
十
八
年（
二
千
十
六
年
）

熊
本
県
熊
本
地
方
を
震
源

と
す
る
地
震
非
常
災
害
対

策
本
部
を
廃
止
し
た
件

三

二

一
八
三
九

災
害
対
策
基
本
法
の
規
定

に
基
づ
き
設
置
し
た
平
成

三
十
年
（
二
千
十
八
年
）

七
月
豪
雨
非
常
災
害
対
策

本
部
を
廃
止
し
た
件

三

二

〇
内
閣
府
、
経
済
産
業
省

一

租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
第

三
十
九
条
の
二
十
八
の
二
第

四
項
の
規
定
に
基
づ
き
特
定

投
資
事
業
有
限
責
任
組
合
契

約
を
指
定
し
た
件

一
〇

一

二

租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
第

三
十
九
条
の
二
十
八
の
二
第

三
項
及
び
第
六
項
の
規
定
に

基
づ
き
内
閣
総
理
大
臣
及
び

経
済
産
業
大
臣
が
定
め
る
特

定
投
資
事
業
有
限
責
任
組
合

契
約
の
指
定
に
関
す
る
基
準

を
定
め
る
件
の
一
部
を
改
正

す
る
件

一
〇

二

〇
宮

内

庁

一
三

平
成
三
十
一
年
新
年
祝
賀
の

儀
を
行
わ
れ
る
件

三

三

一
四

皇
居
に
お
い
て
新
年
一
般
参

賀
を
行
う
件

七

三

〇
公
正
取
引
委
員
会
、

消

費

者

庁

一
八

し
ょ
う
ゆ
の
表
示
に
関
す
る

公
正
競
争
規
約
の
一
部
変
更

を
認
定
し
た
件

二
一
282
三
四

一
九

チ
ュ
ー
イ
ン
ガ
ム
の
表
示
に

関
す
る
公
正
競
争
規
約
の
一

部
変
更
を
認
定
し
た
件

二
七
286
四
八

〇
国
家
公
安
委
員
会

五
九

交
通
の
方
法
に
関
す
る
教
則

の
一
部
を
改
正
す
る
件

一
四
277

六

六
〇

国
際
連
合
安
全
保
障
理
事
会

決
議
第
千
二
百
六
十
七
号
等

を
踏
ま
え
我
が
国
が
実
施
す

る
国
際
テ
ロ
リ
ス
ト
の
財
産

の
凍
結
等
に
関
す
る
特
別
措

置
法
第
三
条
第
一
項
の
規
定

に
基
づ
き
国
際
テ
ロ
リ
ス
ト

を
公
告
す
る
件

一
四
277

八

〇
個
人
情
報
保
護
委
員
会

八

個
人
情
報
の
保
護
に
関
す
る

法
律
に
つ
い
て
の
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
（
通
則
編
）
の
一
部
を

改
正
す
る
件

二
五
284
一
六

〇
金

融

庁

五
三

保
険
業
法
第
二
百
九
条
第
二

号
の
規
定
に
よ
る
届
出
に
関

す
る
件

三

三

五
四

金
融
商
品
債
務
引
受
業
の
対

象
取
引
か
ら
除
か
れ
る
取
引

及
び
貸
借
を
指
定
す
る
件
の

一
部
を
改
正
す
る
件

二
五

二


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